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論文要旨

　いわゆる搾取的行為は規制すべきか，すべきであるならば，どのように規制するべきか。競争政策の観点から，この問いに正面から向き合うものは多くない。

　搾取的行為と関連するものとして，最近において，優越的地位の濫用規制の重要性が高まっている。2009年独禁法改正においては，優越的地位の濫用規制を法定の不公正な取引方法とし，課徴金の対象行為とした（2条9以降4号，20条の6）。同時に課徴金の対象行為とされた不公正な取引方法の他の行為類型（差別対価，不当廉売，再販売価格維持行為）は10年内に繰り返した場合だけに課徴金が課されることとなるのに対し，優越的地位の濫用は第1回目の行為から課徴金が課されることになり，また違反行為（当該商品役務）に係る売上額ではなく，相手方との取引全体，すなわち購入額に課されるなどの特徴を持つ。

　公正取引委員会は，近年の厳しい経済状況の下，「中小事業者取引公正化推進プログラム」を実施しており，優越的地位の濫用に関しては，ロイヤルホームセンター事件，セブン－イレブン事件，島忠事件等の活発な法執行を行っている。

　この優越的地位の濫用に関しては，1982年の一般指定以降，自由競争の基盤の侵害に公正競争阻害性を置くことがほぼ確立したと言われている が，今日でも更に理論面で議論がなされることがあり，近時，ＥＵにおける搾取規制との関連を見るべきとの指摘があり，またクアルコム事件等に対する新しい見方が議論されている（白石忠志『独禁法講義』）。また，経済学の観点からは，不完備契約におけるホールドアップ問題の緩和という意味での効率性の確保や競争の促進に貢献したと評価できるという見解がある一方で（三輪芳明・神田秀樹・柳川範之編『会社法の経済学』（伊藤元重・加賀見一彰執筆），後藤晃・鈴村興太郎編『日本の競争政策』（若杉隆平執筆），これでは説明できないとするもの（松村敏弘・日本経済法学会年報第27号），及び公平性の視点が混在して判断されてきたとも見られるとするものもある（小田切宏之『競争政策論』）。

　今後も中小事業者に不当な不利益を与える行為の未然防止及び取締りの強化に対して公正取引委員会が積極的に取り組むことが考えられる中で，優越的地位濫用規制と搾取的行為規制との理論的関連を検討することは喫緊の課題と考えられる。そこで，本報告書では，まず，搾取的行為規制の中核をなすであろう優越的地位濫用規制の在り方についての理論的根拠を，日本法の解釈の整理から出発し，比較法，事例分析，経済分析及び法哲学と幾つかの視点から総合的に検討しようとするものである。

